
埼玉県専門里親制度実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童虐待、非行、障害等により保護を要する児童のうち、

一定の専門的ケアを必要とする児童を家庭的な環境の下で個別的専門的な

処遇を行うため、期間を定めて専門里親に委託し、養育する専門里親制度に

ついて、必要な事項を定めることを目的とする。 

２  埼玉県の専門里親制度は、「児童福祉法」（昭和２２年法律第１６４号。

以下次条において「法」という。）、「児童福祉法施行規則」（昭和２３年

厚生労働省令第１１号。以下「規則」という。）、「里親が行う養育に関す

る最低基準」（平成１４年厚生労働省令第１１６号。以下「最低基準」とい

う。）等関係法令のほか、児童福祉法施行細則（昭和４２年埼玉県規則第５

９号）、埼玉県児童相談所事務処理要領（以下「事務処理要領」という。）、

埼玉県児童相談所里親事務取扱要領（以下「事務取扱要領」という。）によ

るものとする。  

 

（定義） 

第２条 専門里親とは、規則第１条の３５各号に掲げる要保護児童（法第６条

の３第８項に規定する要保護児童をいう。以下同じ。）のうち、埼玉県知事

がその養育に関し特に支援が必要と認めたものを養育するものとして養育

里親名簿に登録されたものをいう。 

 

（委託対象児童） 

第３条 専門里親への委託児童は、規則第１条の３５各号に掲げる児童であっ

て、委託に当たり、里親家庭での専門的ケアが特に必要と見込まれること。 

２ 委託に当たっては、保護者が委託することについて同意していること。た

だし、保護者が行方不明等の理由により同意を得ることができない場合はこ

の限りではない。 

 

（委託候補児の選定） 

第４条 児童相談所長は、専門里親への委託に係る児童の選定に当たって、事

務処理要領第三章第３の診断会議に諮ることとする。 

２ 診断会議に諮るに当たっては、心理判定を行ったうえで、必要に応じて嘱

託医（精神科医又は小児科医）の所見を得ることとする。 

 

（児童の委託） 

第５条 児童相談所長は、事務処理要領第三章第４の処遇会議において、調査、

判定等をもとに慎重に要件の事実認定を行い、適切と判断される場合につい

て、専門里親への委託を決定すること。 



２ 児童相談所長は、専門里親への委託を行うに当たり、必要に応じて児童福

祉審議会に意見を求めることができる。 

 

（養育計画） 

第６条 児童相談所長は、児童の委託開始前にあらかじめ養育計画を作成しな

ければならない。 

２ 養育計画の作成に当たっては、児童、保護者、里親の意見を聴かなければ

ならない。なお、施設入所児童を委託児童とするときは、当該施設長の意見

を求めなければならない。 

３ 児童相談所長は、専門里親に児童を委託する時に、専門里親に対し養育計

画の内容について説明し、書面を交付しなければならない。 

４ 養育計画において、委託児童及び専門里親を所管する児童相談所等への通

所等を定めることができる。 

５ 児童相談所長は、最低基準第１１条に則り、専門里親が養育計画の取扱い

に注意し、記載内容等から知り得た秘密を漏らしてはならないよう、適切な

指導を行わなければならない。 

 

（委託児童票） 

第７条 児童相談所長は、専門里親に児童を委託する時には、委託児童票を交

付しなければならない。 

２ 委託児童票には、委託する理由、委託児童の生育歴等の専門里親が児童を

養育するに当たって必要と認められる事項について記載することとする。 

３ 児童相談所長は、最低基準第１１条に則り、専門里親が委託児童票の取扱

いに注意し、記載内容等から知り得た秘密を漏らしてはならないよう、適切

な指導を行わなければならない。 

 

（委託の更新・変更・解除） 

第８条 児童相談所長は、事前にこども安全課と協議の上、最低基準第１８条

ただし書きにより養育期間を更新することができる。 

２ 児童相談所長は、委託期間満了の日までに当該児童の養育状況等を調査

し、前項による協議を経て、更新の可否について処遇会議で決定する。 

３ 児童相談所長は、養育期間を更新する場合は、新たな養育計画を作成する

こととする。 

４ 第２項の調査及び協議の結果、家庭復帰が可能になった場合、又は委託当

初の心身への有害な影響が除去されるに至った場合は、専門里親委託を解除

し、適切な措置をとることとする。 

５ 前項の場合において、引き続き当該里親家庭での養育が望ましいと認めら

れる場合は、養育里親への委託に措置変更することができる。 

６ 養育里親として委託している児童を専門里親への委託に措置変更しよう



とする場合には、第４条及び第５条の規定に従って委託を決定し、新たな養

育計画を作成しなければならない。 

７ 児童相談所長は、委託の更新、変更又は解除を行うに当たり、必要に応じ

て児童福祉審議会に意見を求めることができる。 

 

（管外委託時の養育計画作成） 

第９条  児童相談所長は、県内の管轄外の地域に居住する専門里親に委託する

ときは、当該専門里親を所管する児童相談所長と協議の上、第６条第１項の

養育計画を作成するとともに、措置結果通知書、フェイスシート及び養育計

画書等関係書類を送付することとする。 

 

（報告・調査等） 

第１０条 児童相談所長は、最低基準に定める基準を維持するため、専門里親

に対し報告を求め、又は職員に調査等をさせることができる。 

 

（養育記録・養育報告） 

第１１条 児童相談所長は、専門里親に、委託児童の養育記録を作成させなけ

ればならない。 

２ 児童相談所長は、専門里親に対し、事務取扱要領第２２条第１項に定める

別記様式第１３の１号又は２号の養育状況報告書により年１回その養育状

況を報告させるとともに、事務取扱要領第２２条第２項による訪問調査を行

うなどにより、専門里親が養育計画に従った養育を行っているかを確認しな

ければならない。 

 

（家庭環境の調整） 

第１２条 児童相談所長は、専門里親の協力を得て、市町村等の関係機関と連

携し、児童の家庭復帰のために委託児童の家庭環境の調整を行うこととす

る。 

 

 

附 則 

 この要綱は、平成１５年１２月１５日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  


